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組織心理学における労働組合論の展開
Dual Commitment と組合の発言効果を中心に（前篇）

大　野　昭　彦*

1.　組合コミットメントの登場
2.　 組合コミットメントの先行因子
以下，後編。

3.　組合と会社組織への二重コミットメント
4.　EVLN理論と労働組合
5.　看護師の組合意識

新古典派経済学では，雇用者と労働組合の利害は本来的に対立すると措定さ

れる。そして労働組合は，そのもつ独占効果の帰結として企業の利潤を圧迫し，

資源配分の非効率を助長して賃金格差を拡大させるという，やや教条主義的な

立場をとることになる。こうした伝統的組合論に対して，1980年代の初めに

データに基づいた新しい労働組合論が登場してくる。その背景には米国におけ

る組合組織率の低下があり，組織率の維持・向上が主題となる議論がなされる

ようになる。こうして労働組合研究のルネッサンスが始まったが，それも 2000

年頃にはほぼ終焉していく。

経済学における組合研究の転換点となったのは，Freeman and Medoff（1984）

であろう。彼らの結論は，次のように要約できる。労働組合は生産性を向上さ

せる効果が一般的には認められるが，その程度には大きな分散がみられる。こ
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れに対して，組合は企業の収益率を確実に低下させてしまう。そして，この二

律背反的な事象が，政策介入のあり方や組合に対する評価を曖昧にさせてしま

う。こうした議論は組合礼賛的という批判もあるが，組合に対する教条的で敵

対的態度をとる新古典派経済学に対して一石を投じるという脈絡のなかで理解

すべきであろう。この研究にやや先んじて，産業・組織心理学（以下，組織心

理学）でも，労働組合を対象とした実証研究が緒に就いている。

Freeman and Medoffは Hirschman（1970）の離脱・発言・忠誠（Exit, Voice 

and Loyalty）モデルを議論の端緒とし，組織心理学は Porter et al. （1974）の組

織コミットメント（organizational commitment）概念を労働組合に援用していっ

た。組織心理学でも，その後，組合の発言効果に注視する研究もなされるよう

になる。

Freeman and Medoffの研究に触発されて，経済学でも幾つかの研究が続いた

（日本を対象とした研究としては，中村他 1988; 橘木編 1993; 野田 2004など）

が，量的には限られている。それは，Hirschmanのモデルで用いられる忠誠と

いう概念が経済学での言語化が難しいことから，それを省いて Exit or Voiceと

いう単純化した構図で捉えようとしたために，Hirschmanの議論の奥行にまで

迫れなかったことがある。Hirschmanの議論は，その後，Neglect（組織内では

怠業，夫婦関係では家庭内別居）という第 4の選択肢も提示されて議論が深化

していった（Rusbult et al. 1982 and 1988）が，それにも経済学は対応できてい

ない。この点については，本稿の第 4節（EVLN理論と労働組合）で触れる。換

言すれば，Hirschmanモデルは主観的態度である不満に対する人々の反応を類

型化したものであるが，それが具体的な行動に帰結するまでには，Exit or Voice

という単純な枠組みでは捉えきれない心理的態度が介在していよう。このこと

から，組合研究は組織心理学の領域で展開がみられることになる。

本稿の目的は，組織心理学における組合研究の総括にあるが，それは日本の

看護師を対象とした質問票調査の結果を利用した実証研究（別稿）につなげてい

くための準備ともなる。そのために，この質問票調査の結果の一部を議論に組

み入れていくことにする。
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1.　組合コミットメントの登場

テーラーイズムへの反発から，組織心理学は労働組合から組合つぶしの先兵

とみなされる嫌いがあり，組織心理学は労働組合を研究対象とすることはなかっ

た。潮目を変えたのは，組合組織率の低下という切実な課題に対して，労働者

の組合への積極的な関与を促し，組織率を高める戦略が組合に求められるよう

になったことである。

組織心理学における組合研究の転換点となったのがGordon et al. （1980）で

ある。彼らは Porter et al. （1974）などの組織コミットメント（organizational 

commitment）概念を援用して，組合コミットメント（union commitment）を提

示する。こうしたことから，生産組織と労働組合の機能的差異を考慮すること

なく，組織コミットメント尺度を構成する質問項目の「組織」を「労働組合」

に置き換えたに過ぎないという批判もなされている（Conlon and Gallagher 

1987）。さらには，組合コミットメント尺度は組合員を念頭に置いており，非

組合員の労働組合への参加を促すという課題を検討するには適切ではない質問

項目となっているという批判もある。すなわち，すでに組合員となっている従

業員を対象としていることから，組合への加入を促す戦 略への議論に結びつか

ないことになる。

1–1　組織コミットメント

組合コミットメントが下敷きにする組織コミットメントに，簡単にではあれ

触れておく必要があろう。Porter et al. （1974）は，「ある組織への個人の同一化

（identifi cation）と関与（involvement）の強度」として組織コミットメントを定義

する。それは，1）所属する組織の価値観や目標の受容，2）組織に対する利他的

姿勢，そして 3）組織のメンバーとして留まる意思を下位概念としてもってお

り，15の質問項目によって計測される。その後，Allen and Meyer （1990）は，

それぞれが 6項目をもつ，1） 組織への愛着を示す情動的（affective）コミットメ

ント，2） 組織メンバーとしてとどまるという継続的（continuance）コミットメ

ント，そして 3）忠誠心をあらわす規範的（normative）コミットメントという下
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位概念で構成される組織コミットメント尺度を提示している。

しかし組織コミットメントの定義やそれを捉える尺度も多岐にわたっており，

それらが明確に弁別されているわけでもない。また組織コミットメントが諸々

の職務行動の先行因子となるという実証研究が多くなされているが，とりわけ

離職については組織コミットメントが組織メンバーとして留まりたいという下

位概念をもつことから，その関係は同義反復となるという懸念もある（Morrow 

1983）。さらに Porter et al.が指摘する下位概念をみても，組織への利他的姿勢

や組織にとどまる意思は，どちらかといえば組織に対する態度（attitude）を先

行因子とする行動への意思（behavioral intention）とみなすこともできよう。す

なわち下位概念は独立ではなく，因果関係が認められる可能性もある1）。

Meyer et al. （2002）は，彼らの指摘する組織コミットメントの 3要素の先行

因子について，メタ分析をおこなっている。そこでは情緒的コミットメントと

規範的コミットメントは，後述する知覚された組織支援とプラス，そして役割

曖昧性や役割葛藤とはマイナスの有意な関係を示しており，継続的コミットメ

ントは上記とは逆の符号をもつが，相関は必ずしも強くはなかった。また，規

範的コミットメントの効力も，情緒的コミットメントよりは弱いものであった。

次に，組織コミットメントが離職，欠勤，向組織的行動である組織市民行動

（organizational citizenship）といった職務行動に対して，情緒的コミットメント

と規範的コミットメントは双方ともに組織にとって望ましい効果を与えるが，

情緒コミットメントのほうがより強い効力を示している。継続的コミットメン

トは，逆に望ましくない方向に影響していることが指摘されている。

こうしたことから，「ある組織への個人の同一化と関与の強度」という組織コ

ミットメントの定義に立ち返り，情動的コミットメントでもって組織コミット

メントを捉えようという傾向が強くなる（Mathieu and Zajac 1990）。この問題

は，組織コミットメントを援用した組合コミットメントについても指摘される

 1） 組合尺度の計測には直行回転を伴う因子分析が用いられることから，下位概念間
の相関は統計上ゼロとなる。しかし，組合コミットメントについて指摘されること
であるが，斜交回転で因子を求めると因子間の相関が認められることになる。
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ことである。

経済学の立場から，組織コミットメントの発想を相対化する研究もなされて

いる。Nagin et al. （2002）は，雇用関係における経済学の労働誘因モデルが特

異な動機づけ理論に基づくとして，それを合理的不正行為者（rational cheater）

モデルとして，行動科学における良心（conscience）モデルと対照させている。

良心モデルでは，経営者は，労働者が機会主義的行為に与しないアイデンティ

ティをもつように仕向ける労務管理戦略を採用する。これは，個人の効用関数

が不変と措定する伝統的経済学に対して，労働者の効用の変更を目的とするイ

ンフルエンス活動の一環として労務管理を捉えることになる。実証研究から，

Nagin et al.は，基本的には合理的不正行為者モデルが支持されるが良心モデル

も棄却できず，それぞれは相互に排他的ではないと結論づけている。この対比

は，労働組合に対する経済学と組織心理学のスタンスの相異と対照的である。

行動経済学の分野でも，雇用関係が贈与交換の色彩を強く有することが指摘さ

れている。ただし，それらは実験経済学の領域にとどまっていることから，こ

こでは触れないことにする。

また，経済学と組織心理学ではコミットメントの概念が異なることにも注意

を払いたい。Milgrom and Roberts（1992）は，コミットメントを説明するうえ

で，次の事例を紹介している。「……1066年，征服王ウイリアムスは，侵略を

目指す自軍を載せてきた艦船を焼き払い，唯一の退路を断つことで部下を先頭

へとコミットさせた（p. 142）」。すなわち，個人の固定的な効用関数なり方法論

的個人主義なりを措定したうえで，外的な強制か誘因制度を提示することによっ

て，プリンシパルにとって誘因両立的となる行動をエイジェントが主体的にと

ることをコミットメントとみなしている。この場合，エイジェントの効用は不

変なままである。これに対して組織心理学では，エイジェントの効用の変更を

伴う組織への心理的な同一化（エイジェントの効用関数の変更）をコミットメン

トとみなしている2）。

 2） Milgrom and Roberts（1992）は，人々の選好を変える活動をインフルエンス活動
と呼び，それにはインフルエンス費用という取引費用が必要となるとする。
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このようにコミットメントの概念は多様であり，必ずしも厳密に定義されて

いるわけではない。Gaertner and Nollen（1989）は，コミットメントを道具的

（instrumental）と心理的（psychological）コミットメントに分類している。前者

は経済学が思い描くコミットメントであり，後者は組織心理学のそれといえよ

う。後述するように，組合コミットメントについても，この二分法に従う研究

も出てきている。

1.2　組合コミットメント

Gordon et al. （1980）は，労働組合に関する 48の質問項目（強く同意～まっ

たく同意できない，までの 5肢法）への回答（N＝1837名の組合員）を利用し

て，因子分析から，組合への忠誠（union loyalty）・組合への責務（responsibility 

to the union）・組合のために働く意思（willingness to work for the union）そし

て組合主義への信頼（belief in unionism）という 4つの因子を摘出している。た

だし，4つの因子の解釈に使われたのは 37項目である。因子分析では，主成分

法・アルファ因子法・最小残差法（MINRES）を試し，ほぼ同一の因子構造が

確認されたことから，最終的には直行回転を伴う最小残差法が採用されている。

初期の組合研究では多次元とされる組合コミットメントの概念の妥当性に焦点

があてられることになるが，単なる置き換えという側面を持つことから，議論

に混乱をきたすことにもなる。

組合への忠誠という因子であるが，これはHirschmanモデルにおける忠誠と

言葉が重なってくる。しかし，その含意は異なることに留意しなくてはならな

い。Hirschmanモデルにおける忠誠とは，将来に事態が改善することを期待し

て待つという受動的態度と定義されている。こうしたことから，無用の混乱を

避けるために，Gordon et al.のいう忠誠を組合忠誠と呼ぶことにする。それで

もなお，loyalは辞書的には「忠誠」「忠実」「義理堅い」という訳語をもつもの

の，それを日本語に直訳しても違和感が残る。これは，欧米で開発された心理

尺度を構成する質問項目についても往々にみられることであり，日本社会を対

象とするならば，質問項目をかなり意訳するか，独自の項目を開発せざるをえ



組織心理学における労働組合論の展開

 — 107 —

ないことになる。

初期の組合コミットメント研究は，組合コミットメントの下位概念の安定性

を確認するために，異なる労働者を対象とした追試がなされていった。例えば，

Ladd et al. （1982）は専門職と非専門職（N＝760）を，Fullagar （1986）は南ア

フリカのブルーカラー（N＝202）を対象として，Gordon et al. （1980）の質問項

目のうち 28項目を使って，同じように解釈可能な 4つの因子を抽出している。

こうしたことから，質問項目数を短縮する試みも続くことになる。例えば，Kel-

loway et al. （1992）は，問題の残る組合主義への信頼を排除して，13の質問項

目で 3つの因子構造を摘出している。

しかし，すべての追試が同じ結論を得ているわけではない（Bayazit, Hammer 

and Wazeter 2004）。例えば，Gordon et al. （1980）のデータを用いて，Fried-

man and Harvey（1986）は，斜交回転を伴う因子分析によってふたつの因子構

造を抽出している。その第 1因子は忠誠と組合主義への信頼を合わせた態度因

子であり，第 2因子は組合への責務と組合のために働く意思という行動への意

思である。態度（attitudes）が行動（behavior）ないしは行動への意思（behav-

ioral intention）を規定するという組織心理学の発想（Fishbein and Ajzen 1975）

からすれば理解しやすい因子構造であろうが，同時に因果関係の存在を暗示さ

せていることから，組合コミットメントの概念に多次元性を主張するには問題

が残ることになる。この課題は，確認的因子分析を用いた組合コミットメント

分析とのかかわりで，後述することにする。

表 1は，Gordon et al.の組合コミットメント尺度の短縮版（29項目）を利用

した Ladd et al. （1982）の因子分析の結果を示している。ここでも，Gordon et 

al.と同じ因子構造が抽出されている。

組合忠誠と名称される第 1因子であるが，確かに因子負荷量の大きい項目（1）

や（2）は情動的性質をもつ忠誠と表現しても差し支えないであろう。しかし項

目（3），（4），（12）そして（13）などは組合員として享受可能な便益についての

項目であり，組合の道具性（instrumentality）と捉えることも可能である。後述

するように，道具性が忠誠心の先行因子となるという研究もなされていること
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表 1　組合コミットメントの因子構造

組合忠誠　（43.3%）
因子
負荷

1 組合の一員であることに誇りをもっている。 .74

2 この組合の業績は，献身的な人々が成し遂げるうる良い事例である。 .68

3 組合員であることで享受できる利益が多くある。 .66

4 組合員の要望は，組合にとって，ほとんど重要なことではない。＊ –.62

5 現状を考慮すれば，この会社で働く限り組合員であるつもりである。 .59

6 大半の組合員とは親密な関係にもないし，信頼もしていない。＊ –.58

7 組合は組合員であるに足る組織であると，友人に話している。 .58

8 組合のニュースレターは読むに値しない。＊ –.57

9 組合員となることは，良い決断であった。 .57

10 私と組合の価値観は同じというわけではない。＊ –.54

11 組合費に見合った便益を享受していない。＊ –.54

12 組合のニュースレターは有益な情報を提供してくれない。＊ –.50

13 組合員でいるのは，昇進や人事異動で有利になるためである。＊ –.48

14 組合には忠誠心をまったく感じていない。＊ –.46

15 仕事を楽しんでいる限り，組合に属するかどうかは問題ではない。＊ –.42

組合への義務　（23.9%）
1 組合員は組合のことに目を向けるべきである。 .53

2 私の忠誠は仕事に対してであり，組合に対してではない。＊ –.52

3 組合のためになる情報には注意を払うようにすべきである。 .44

4 会社での仕事は，組合員としてとどまることよりも重要である。＊ –.44

5 仕事が同じならば，組合のない会社でも働くことは可能である。＊ –.44

6 労働者の苦情処理手続き支援するのは組合員の義務だ。 .42

7 経営者の契約条項遵守を注視するのは組合員の責務である。 .38

組合のために働く意思　（19.8%）
1 頼まれれば，組合執行部の委員をしてもよい。 .76

2 頼まれれば，執行部委員の選挙に立候補してもよい。 .71

3 組合のためになるならば，一般の組合員以上に努力してもよい。 .66

4 組合のために特段のことをすることはない。＊ –.60

5 友人には，組合は組合員となるに値する組織だと話している。 .36

組合主義への信頼　（13.1%）
1 組合活動を通さずに，経営側との関係を改善しようとしている。＊ –.40

2 経営側の契約遵守を注視するのは，組合員ではなく，組合執行部の役割だ。＊ –.36

出所） Ladd et al.（1982）.
注） ＊は逆転項目。
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を考えれば，準備された質問項目の適切さに疑問が残る。すなわち因子分析は

観測変数間の相関を前提として潜在的因子を抽出する方法であるが，観測変数

間に因果関係がある場合，ひとつの潜在的因子として抽出されてしまうことに

なる。態度が行動ないしは行動への意思を規定すると措定する組織心理学の立

場からすれば，Gordon et al.尺度に態度と行動をあらわす質問項目が混在して

いることは致命的ともいえる問題であろう。同様に，項目（5）は組合員として

留まる意思を表しており，因果関係が存在する項目が第 1因子に含まれること

になる。これも，組合に対する態度を捉えようとする目的からすれば，妥当性

を欠くことになる。

第 2因子は組合への義務，そして第 3因子は組合のために働く意思としてス

ムーズに解釈できよう。しかし，第 3因子は行動への意思であり，態度として

の組合コミットメントの下位概念としては適切とはいえない。組織コミットメ

ントの下位概念の組織にとどまる意思が入っていることと同様の問題となって

いる。第 4因子の組合主義も，逆転項目のふたつの項目で構成されおり，適切

性に欠けるという指摘もなされている（Kelloway et al.1992; Bayazit et al. 

2004）。また，Gordon et. alの 4つの下位尺度を構成する 30の質問項目のうち，

11が逆転項目であることにも，疑義が呈されている（Bayazi et al.2004）。Ladd 

et al. （1982）で用いられた 29項目についても，その 15項目が逆転項目となっ

ている。

これまでに紹介した組合コミットメントの因子構造の抽出には探索的因子分

析（exploratory factor analysis）が用いられていたのに対して，確認的因子分析

（confi rmatory factor analysis）による組合コミットメント分析もなされている。

探索的因子分析では，ある程度の事前仮説はあるものの，因子構造は事後的に

確定される。これに対して確認的因子分析では，事前に明確な仮説が設定され

ており，仮説として提示された因子構造が摘出されるかを検証する。また，探

索的因子分析では，観察変数の因子負荷量の大小関係で因子を抽出するが，特

定の因子の解釈に用いられない観察変数の因子負荷量も小さいながらもその因

子得点に影響することから，因子得点にノイズが入りやすくなる。確認的因子
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これらの研究では，組合忠誠は組合コミットメントの下位概念のなかで最も

効力がありかつ安定的な概念とみなされていた。Fullagar and Barling（1989）

は，組合忠誠を組合に対する情動的愛着（affective attachment）として，1） 組合

とその価値・目標へのポジティヴな態度，2）組合成員であることの誇り，そし

て 3）組合員であろうとする欲求として定義する4）。そしてGordon et al.尺度か

分析では，その因子を構成すると仮定された観察変数だけで因子得点が求めら

れることから，このノイズは発生しない。

Tetrick et al. （1989）や Thaker et al. （1989）は，確認的因子分析を用いて，

Gorden et al.の 4つの下位概念を確認している。なお，いくつかの基準から

Gorden et al.の質問項目を削除した短縮版が用いられる3）。Gorden et al.尺度

があまりに多くの項目を持つことから，実用性を考慮して，その後の研究では

質問項目の選択的排除がなされることになる。また，斜交回転を採用している

が，因子間に高い相関がみられている（表 2）。組合コミットメントの下位尺度

間にみられる強い相関から，ここで因果関係を検索していこうという動きが強

まることになる。ここでは，組合コミットメントは組合忠誠ないしは観念論的

（ideological）コミットメント（Sjöberg and Sverke 2001）とみなされる傾向が強

いが，これは組織コミットメントが最終的には情緒的性質をもつ組合忠誠で捉

えられるようになったこと対応している。

 3） 例えば，Tetrick st al.（1989）では，Gorden et al.尺度のすべての項目を使ったと
きの共分散構造分析の結果ではGFI＝.78, AGFI＝.74と良好な統計量とはなってい
ないが，取捨選択後の 22項目ではGFI＝.87, AGFI＝.84となっている。

 4） 情動的愛着と表現すると，組織コミットメントにおける情動的コミットメントに
類似するようにも捉えられる。しかし，組合員に留まる意思なども項目に含まれる

表 2　組合コミットメントの下位概念の相関

忠誠 義務 貢献

義務 .66

貢献 .80 .65

信念 .78 .72 .68

出所） Tetrick et al. （1989）.
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ら 9項目を選択して，組合忠誠を計測しようとする。このとき，組合の道具性

にかかわる項目を排除して，独立の概念として組合道具性尺度を提示している。

このとき，組合忠誠と組合道具性は極めて正の高い相関（p＜1.0%）を示してい

る。

こうした分析が続いたことから，Gordon et al.尺度の問題点を考慮して，組

合コミットメントを「組合忠誠」でのみ計測しようする傾向が強まる（Angle 

and Perry 1986; Fullagar and Barling 1991; Fuller and Hester 2001; Iverson 

and Kuruvilla 1995; Tetrick et al. 2007）。例えば Angle and Perry （1986）は，

「私は組合に対して忠実である」「組合は所属するに値する素晴らしい組織であ

ると，友人に話している」「組合の方針には賛同しかねる」「組合の存続には関

心がない」という 4つの質問項目で組合コミットメントを計測している。いう

までもなく，後者ふたつは逆転項目である。この項目は組合忠誠の下位概念の

うち組合道具性に含まれる項目を排除していることから，情動的組合コミット

メントと性格づけることも可能であろう。本稿の第 5節で看護師に対する質問

票調査の結果を利用した議論を試みるが，そこでの組合コミットメントも，情

動的組合コミットメントとして計測している。その後の労働組合研究でも，こ

の組合忠誠という概念は中核的な役割を演じることになる。

2.　組合コミットメントの先行因子

2.1　Bamberger et al.（1999）の研究

組合コミットメント研究は，組合にコミットする労働者は組合活動に積極的

に参加するという立場をとる。それは，組合コミットメントが組合参加（UP: 

Union Participation）にポジティヴな効果を与えるという多くの実証研究の結果

が，この因果関係を支持している（Barling et al. 1992; Sverke and Kuruvilla 

1995; Fullagar et al. 2004; Tetrick et al. 007; Monnot et al. 2011）。

組合コミットメント（UC）の先行因子をめぐっても多くの実証研究がなされ

ことから，両者は完全に対応している概念とみなすのは難しいといえよう。
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てきた。性別・学歴や職務といった個人属性を除いた主要な態度変数としては，

組織コミットメント（OC: Organizational Commitment），職務満足（JS: Job 

Satisfaction），組合道具性（UI: Union Instrumentality），向組合態度（PUA: Pro-

union Attitudes）そして知覚された組合支援（PUS: Perceived Union Support）が

検討されてきた5）。また，その先行因子として組合主義への信頼や組合道具性

が指摘されている（Aryee and Chay 2001; Bamberger er al. 1999; Fullagar and 

Barling 1989, 1991, Tan and Aryee 2002, Tetrick et al. 2007）。

Bamberger et al. （1999）は，上記した主要な態度変数を考慮したうえで，

Barling et al. （1992），Newton and Shore （1992） そして Ivenson and Kuruvilla 

（1994）で提示されたモデルを参照にして，共分散構造分析を用いた統合モデル

を提示（図 1）している6）。そこで，この研究を手掛かりとして，組織コミット

メントの先行因子を探ってみよう。

これらのモデルで注目されるのは，組合忠誠の先行因子として，組合道具性

と向組合態度が含まれていることである。すなわち，すでに指摘したように，

Gordon et al.の組合尺度の第一因子である組合忠誠には，組合道具性を暗示さ

図 1　組合コミットメントをめぐるモデル
出所） Bamberger et al. （1999）.

 5） Zacharewicz et al. （2016）は，異時点間データを使い，組合コミットメントが組合
に対する意識の先行因子となるとしている。

 6） Tan and Aryee（2002）も，そのモデルを支持する結果を示している。
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せる項目が多く含まれていることから，同義反復となっている可能性がある。

そこで，それを除外した組合忠誠尺度を考慮して，それと道具性の関係を分析

しようとしている。

Gordon et al. （1995）は，組合道具性を「雇用関係を規定する賃金などの伝統

的そして職務満足などの非伝統的な労働条件についての組合のなしうる知覚さ

れた効果」と定義している。すなわち，組合に対する功利主義的立場からの評

価である。組合道具性尺度を構成する質問項目としては，Chacko （1985）の質

問が利用されることが多い。それは，「あなたの組合は，次の点で仕事をうまく

やっていますか？ 賃金上昇，仕事での健康・安全の改善，一般の労働条件の改

善，雇用保障の改善，付加給付の増加など」である。

すべてのモデルで確認されるのは，次の関係である。1） 組合コミットメント

（UC）は組合参加（UP）を高めるという因果関係が確認されている。2） 向組合

態度（PU）は組合コミットメント（UC）を高めることも，すべてのモデルで確

認されている。ただし，このふたつの概念の弁別性には疑問があり，同義反復

の懸念も残る。

組合道具性（UI）の認知は，直接効果をもって組合コミットメントを高めて

いるし，また向組合態度を介しても組合コミットメントを高めている。このこ

とは，ここで議論されているモデルが，労働者と労働組合との功利主義的な，

ないしは経済的交換関係のアナロジーとして捉えていることを意味している。

交換論は，交換を市場交換（経済的交換）と贈与交換（社会的交換）に分けてい

る。組織コミットメントをめぐる議論では，組織と労働者の関係を贈与交換の

性質を強くもつとみなす。時給支払いのコンビニでのアルバイトならば，その

雇用関係は経済的交換とみなしても差し支えないであろう。しかし，一般の会

社組織では，課業ごとに従業員の報酬が決まることは少なく，多様な課業を柔

軟に組み合わせて個人の仕事がなされていく。すなわち，多様な課業ごとに報

酬の交渉がなされるわけではないのである。また，多様な課業にかかわる職務

遂行を監督者がすべて監視することは非現実的である。こうした環境では，組

織コミットメントを高めたうえで，自発的かつ自律的な職務遂行を促す労務管
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理戦略が必要となってくる。ここに雇用関係を贈与交換として捉えようとする

契機がある。経済学でも，Akerlof（1982）が雇用契約を部分的な贈与交換とみ

なしている。先ほど紹介したNagin et al. （2002）も，それに近い立場をとって

いる。

さて，表 3について，これからの議論につなげるために，職務満足と知覚さ

れた組合支援のふたつを指摘しておきたい。

3.2　職務満足と組合コミットメント

表 3に示されるように，職務満足は組合コミットメントと負の相関を示して

いる。このことは，職務不満が組合活動につながるという伝統的な労働組合観

と矛盾してはいない。ところで，組織心理学の多くの研究では，職務満足と組

織コミットメントに正の相関があることが知られており，それは表 3でも確認

できる。職務満足と組織コミットメントは，ともに労働者の期待と現実の報酬

表 3　組合コミットメントとその先行因子

Barling et 

al.

Iverson and 

Kuruvilla

Newton and 

Shore

統合モデル

 OC → UC .61 .38 .60 .69
 JS → UC ‒.50 ‒.44 ‒.57
 JS → OC .65 .65
 UI → UC .27 .28 .30
 PU → UC .55 .62 .63 .63
 UI → PC .45 .45
 UC → UP .57 .47 .59 .53
 UI → JS .29 .29 .29 .29

R2
UC .93 .64 .89 .91
UP .32 .22 .35 .28

注） すべてのパラメーターは 5%水準で有意。略号については，本文参照。
出所） Bmberger et al. （1999）.
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との適合の程度に依存する。ただし，職務満足が職務や仕事の具体的な側面に

ついての受動的かつ短期的な態度であるのに対して，組織コミットメントは所

属する組織に対する能動的で長期的な反応である（Mitchell and Larson 1987）。

そして，組織コミットメントは労働意欲を高め，怠業や離職を低下させる，す

なわち労働生産性を高める効果があることが多くの実証研究から知られている。

とすれば，労働組合へのコミットメントは職務不満の表出であることから，組

合コミットメントの高い労働者は職務不満が高く，組織コミットメントが低い

ことになる。それは，低い労働意欲や高い離職意思という反生産的行動に帰結

してしまう。

しかし，表 3では，組織コミットメントと組合コミットメントにも強い正の

相関が認められている。すなわち組合にコミットしている労働者は，組織にも

同時にコミットしているのである。これは，後編で詳しく紹介する，二重のコ

ミットメント（Dual Commitment）と呼ばれる現象である。すなわち職務満足

は直接効果としては組合コミットメントに対して負の効果をもつが，組織コミッ

トメントを介在した間接効果としては正の効果をもつことになる。ここで，労

働組合が生産性に正の効果を有する可能性があることから，労働組合の積極的

評価につなげようとする動きが出てくる。

職務満足と労働組合の関係はHirschmanの Exit-Voice理論につながっていく

ので，その領域についてはのちに議論することにしよう。

3.3　知覚された組合支援（Perceived Union Support）

Bamberger等のモデルには含まれていないが，知覚された組合支援（以下，組

合支援）も組合コミットメントの先行因子になるという指摘がなされている。こ

れは，組織コミットメントの有力な先行因子となるとされた知覚された組織支

援（Perceived Organizational Support）として提示（Eisenberger et al. 1986）され

た組織態度を組合関係に置き換えたものである。Shore et al. （1994）は，組織

成員の組合への貢献を組合が評価する程度と組合が組織成員の厚生を配慮する

かの程度として定義される組合支援概念を提示している。すなわち，Bam-
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bergerのモデルでは組合員と労働組合との功利主義的交換を捉えるために組合

道具性という概念を提示したわけであるが，組合支援は贈与交換を念頭に置い

ている。

組合支援尺度は 15項目（5肢法）で構成される。米国の電気通信企業の従業

員 287人を対象とした調査対象としたデータについての因子分析の結果，表 4

に示されるような単一因子が組織支援として抽出されている（GFi＝.874, AGFi

＝.833）。ただし，例えば質問項目の（2）と（3）などのように，同じ内容を肯定

文と否定文で表現したような項目もあり，冗長さが残る7）。

 7） このふたつの項目は，英文では次のようになっている。（2） My Local shows very 

little concern for me. （3） My Union Local really cares about my well being.

表 4　組合支援

質問項目
因子
負荷

1 何かと，組合は私を利用しようとする。（R） –.834

2 組合は，私のことを気にかけてくれない。（R） –.831

3 組合は，私のことをよく考えてくれている。 .815

4 組合は，私の大切な関心事を無視して議決する。 .717

5 組合は私の目標と価値をつよく考慮してくれる。 .715

6 なにか私が問題に直面すると，組合は助けてくれる。 .675

7 組合は私からの苦情を無視する。（R） –.666

8 組合は，私の職場での一般的な満足感に関与してくれる。 .659

9 組合は，私の意見に注意を払ってくれる。 .648

10 組合への私の貢献を，組合は評価してくれる。 .646

11 仕事で能力が十分に発揮できるように，組合は関与してくれる。 .547

12 何か特別な願いがあるとき，組合は支援してくれる。 .518

13 私の仕事での業績を誇りにしてくれる。 .463

14 組合は，私の仕事を，できるだけ興味のあるものにしてくれる。 .399

15 私の追加的な努力を組合は評価してくれない。（R） –.395

出所） Shore et al. （1986）.
注） 因子負荷量の大きさに従って並び替えてある。Rは逆転項目を示す。原論文では逆転
項目は得点を逆としているが，この表では順得点として符号で逆転項目を示すようにし
てある。
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この組合支援尺度とGordon et al.による組合コミットメントの 4つの下位尺

度，そして組合道具性（1は伝統的な団体交渉の対象となる賃金・付加給付・雇

用保障・昇進・就業時間など，2は労働者の生産性・労働環境・従業員への扱

い・労使関係・職務満足など）との相関が表 5に示されている。係数は，すべ

て 1%水準で有意である。

組合忠誠との相関をみると，組合道具性よりも組合支援のほうが強い相関を

示していることが分かる。また，組合道具性と組合支援にも，強い相関がみら

れる。この点について，Shore et al.はふたつの解釈が可能であるとする。ひと

つは，組合への加入前後では組合道具性が組合コミットメントとより強い関係

を持つ（Newton and Shore 1992）であろうが，加入して関係が成立すると組合

支援という贈与交換関係が組合コミットメントを高めるようになる，という仮

説である。他方は，経済的交換と贈与交換の双方が組合コミットメントを強め

るという仮説である。この Shore et al. （1994）と同様の結論が，Fuller and 

Hester （2001）によっても確認されている。なお，そこでは組合道具性が組合支

援の先行因子となることも指摘されている。
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注） 対角線の数値は，それぞれの尺度の内的一貫性をあらわす α係数である。
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